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現場代理人等の適正な配置の徹底について（改定） 

 
このことを徹底するため、現場代理人、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び

専門技術者（以下「現場代理人等」という。）（別紙１参照）の配置状況の確認について、

下記のとおり運用することとしましたので通知します。 

なお、「現場代理人等の適正な配置の徹底について（通知）」（平成 17 年 8 月 17 日付け

管第 585 号、平成 19 年 3 月 16 日付け建技第 89 号）は、廃止します。 

 
記 

 
１ 発注者支援データベースシステム（ＪＣＩＳ又はＣＯＲＩＮＳ。以下「システム」と

いう。）（別紙２参照）導入所属における確認方法 

請負者から現場代理人等届が提出された際に、当該工事の担当職員がシステムを使っ

て現場代理人等の在籍確認、資格確認及び現場専任確認を行う（別紙３参照）。 

システムで確認できない場合は、システム未導入所属と同様の確認方法をとるものと

する。 

 
２ システム未導入所属における確認方法 

システム未導入所属においては、次のとおり確認するものとする。 

(1) 現場代理人等の在籍確認 

ア 原則として健康保険被保険者証（原本）の提示を求める。 

イ 健康保険被保険者証（原本）で確認できない場合は、次のいずれかの書面により

確認する。 

(ｱ) 市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書（原本） 

(ｲ)  所得税青色申告決算書（控え） 

(ｳ) (ｱ)、(ｲ)で確認できなかった場合、雇用契約書、給与台帳、社員証その他雇用



関係を証するもの 

(2) 主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の資格確認 

次の書類の写しの提出を請負者に求める。 

ア 主任技術者、専門技術者にあっては技術検定合格証明書又はこれに代わる書類 

イ 監理技術者にあっては監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（平成 28

年 6 月 1 日以降に講習を修了した者については監理技術者資格者証（表裏両面）） 

ウ 監理技術者補佐にあっては監理技術者補佐の資格を証明する書類（建設業法に定

める技術検定の合格証明書の写し等） 

 
３ 事業管理システムによる現場専任確認 

１又は２の方法により確認した後、富山県建設工事総合管理システム（現場代理人等

入力：GB04400）において、現場代理人及び技術者の氏名を入力し、出力された帳票に

より、土木部及び農林水産部の既発注工事に配置されている現場代理人及び技術者と重

複していないかを確認する。 

 

４ 現場代理人等が営業所専任技術者でないことの確認 

  現場代理人等が営業所専任技術者でないことを建設技術企画課の庁内掲示板に掲載さ

れている建設業許可業者台帳で確認する。 

 

５ 現場代理人等が重複していた場合の対応 

 重複が存在した場合は、次のとおり対応する。 

(1) 請負者に対し、すべての要件を満たすものに交替を要求する。 

  （兼務工事申出書が提出されている場合は、平成 30 年 3 月 15 日付け建技第 462 号

「建設工事の現場代理人の常駐及び技術者の専任に係る取扱いについて」を参照。） 

(2) 条件を満たすまでは、工事の着工を認めない。 

(3) すべての要件を満たす者を配置できない場合は、契約を解除する。 

 
６ 適用年月日 

  令和５年１月１日 

 

（事務担当） 

                           管理課 入札・契約係 

建設技術企画課 技術指導係 

建設業係 

 

                                                       



別紙１ 

確認事項一覧表 

 

 
現場代理人 主任技術者 

監理技術者 

特例監理技術者 
監理技術者補佐 専門技術者 

在籍要件 ○    ○(注)    ○(注)   ○(注) ○ 

資格要件 ― ○ ○ ○ ○ 

現場専任要件 ○ ○ ○ ○ ― 

(注)元請の専任の主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐（以

下「監理技術者等」という。）は、所属建設業者との直接的かつ恒常的な雇用関係（三

ヶ月以上の雇用関係）が必要である。 

 

＜参考＞用語の解説 

１ 現場代理人 

現場代理人とは、請負契約の的確な履行を確保するため、請負人の代理人として、

工事現場の取締りを行い工事の施工に関する一切の事項を処理する者であり、当該工

事現場に常駐することとされている（富山県建設工事標準請負契約約款第 10条第２項）。 

 

２ 主任技術者 

建設業者は、その請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関し建設

業法（以下「法」という。）第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者で当該工事現場に

おける建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるもの（主任技術者）を置かなけれ

ばならない（法第 26 条第１項）。 

 

３ 監理技術者・特例監理技術者 

発注者から直接工事を請け負った特定建設業者は、当該建設工事を施工するため

に締結した下請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの

請負代金の額の総額）が4,000万円 4,500万円（建築一式工事の場合は6,000万円 7,

000万円）以上となる場合においては、当該建設工事に関し、法第15条第２号イ、ロ

又はハに該当する者で当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつか

さどるもの（監理技術者）を置かなければならない（法第26条第２項）。 

なお、監理技術者を専任で置くことが必要となる建設工事において、発注者から

直接工事を請け負った特定建設業者が、特例監理技術者を置く場合（監理技術者を

複数の工事現場で兼務させる場合）には、監理技術者補佐を当該工事現場ごとに専

任で置かなければならないこととされている（法第26条第３項ただし書）。 



４ 監理技術者補佐 

  監理技術者補佐とは、主任技術者の資格を有する者のうち一級の技術検定の第一次

検定に合格した者又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理

技術者の資格を有し、特例監理技術者の行うべき職務を補佐する者である。なお、監

理技術者補佐として認められる職種は、主任技術者の資格を有する業種に限られる。 

 

５ 工事現場における監理技術者等の専任の考え方 

富山県が注文者である工作物に関する工事で、工事１件の請負代金の額が 3,500 万

円 4,000万円（建築一式工事の場合は 7,000万円 8,000万円）以上のものについては、

より適正な施工の確保が求められるため、監理技術者等は、工事現場ごとに、専任の

者でなければならない（法第 26 条第３項）。(特例監理技術者を設置した場合を除く) 

 

６ 専門技術者 

専門技術者とは、請負者が土木一式工事又は建築一式工事を施工する場合において、

その一式工事の一部である専門工事を自ら施工しようとするときに、又は専門工事を

施工する場合において自らそれに附帯する他の建設工事を施工しようとするときに建

設業法上配置することが要求されている技術者である。法第 26 条第１項に規定する主

任技術者に相当する者（当該建設工事に関し法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する

者で当該工事現場における当該建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるもの）を

置くこととされている（法第 26 条の２）。 

 

７ 営業所専任技術者 

  営業所ごとに、建設工事の施工に関する一定の資格又は経験を有する技術者で専任

のものを置かなければならない（建設業法第 7 条第２号）。 

許可の基準の一つであり、この基準の趣旨は、建設工事についての専門知識を有す

る技術者の恒常的な技術指導のもとで建設業営業が行われる体制を構築することで、

建設工事に関する請負契約の適正な締結、履行を確保することにある。 

「専任のもの」とは、その営業所に常勤して専ら職務に従事することを要する者を

いい、したがって、雇用契約等により事業主体と継続的な関係を有し、休日その他勤

務を要しない日を除き、通常の勤務時間中はその営業所に勤務し得るものでなければ

ならない。 

 

８ 直接的な雇用関係の考え方（監理技術者制度運用マニュアルからの抜粋） 

直接的な雇用関係とは、監理技術者等とその所属建設業者との間に第三者の介入す

る余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利関係）



が存在することをいう。（中略）したがって、在籍出向者、派遣社員については直接的

な雇用関係にあるとはいえない。 

 

９ 恒常的な雇用関係の考え方（監理技術者制度運用マニュアルからの抜粋） 

恒常的な雇用関係とは、一定の期間にわたり当該建設業者に勤務し、（中略）、建設

業者が組織として有する技術力を、技術者が十分かつ円滑に活用して工事の管理等の

業務を行うことができることが必要であり、特に国、地方公共団体等が発注する建設

工事において、発注者から直接請け負う建設業者の専任の主任技術者、専任の監理技

術者、特例監理技術者又は監理技術者補佐については、所属建設業者から入札の申込

のあった日（指名競争に付す場合であって入札の申込を伴わないものにあっては入札

の執行日、随意契約による場合にあっては見積書の提出のあった日）以前に三ヶ月以

上の雇用関係にあることが必要である。 



参考 

 

【監理技術者等の工事現場における専任】 

公共性のある工作物に関する重要な工事（工事１件の請負代金が 3,500万円 4,000万円以

上。ただし、建築一式工事の場合は 7,000万円 8,000万円以上。公共工事、民間工事を問わ

ず、個人住宅を除くほとんどの工事が該当する）では、工事の安全かつ適正な施工を確保する

ために、監理技術者等を工事現場ごとに専任で置く必要がある（建設業法第 26条第３項）。 

この現場専任制度は、元請、下請にかかわらず、適用される。 

専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る職務にの

み従事していることをいう。 

 

【２つの工事を同一の監理技術者が兼任できる場合（特例監理技術者）】 

 公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要

な建設工事において、監理技術者を配置する場合は専任が必要となるが、発注者から直接当該

建設工事を請け負った特定建設業者が、当該監理技術者の職務を補佐する者（監理技術者補

佐）を当該工事現場に専任で置くときは、この限りではない。なお、この場合の同一の監理技

術者が兼務できる工事現場数は２となる。（建設業法第 26条第 3項ただし書） 

 

【元請負人の専任期間】 

発注者から直接建設工事を請け負った建設業者が、監理技術者等を工事現場に専任で配置

すべき期間は契約工期が基本となる。 

 

【専任を要しない期間】 

 たとえ契約工期中であっても次に掲げる期間については工事現場への専任を要しない。 

ただし、いずれの場合も、発注者と建設業者の間で次に掲げる期間が設計図書もしくは打合

せ記録等の書面により明確となっていることが必要である。 

 

（注意事項） 

専任を要しない期間中であっても、監理技術者等の配置は必要である。 

したがって、たとえば、監理技術者等が専任を要しない期間中の工事（例：工事を全面的に

中止している期間中の工事）と、専任を要する期間中の工事（例：現場施工している期間中の

工事）を兼務することは建設業法違反になる。 

 

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入ま

たは仮設工事等が開始されるまでの間。） 



② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に

一時中止している期間 

③ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手

続、後片付け等のみが残っている期間 

契約工期（当初）

契約工期（変更後）
早期に
工事が完成

専任の必要な期間

技術者の配置を要しない

③工事完成検査後の
事務手続き等のみが
残っている場合

②工事を全面的に一時
中止している場合

①請負契約の締結後、
現場施工に未着手であ
る場合

 

④ ②又は③に類した理由で、工事が不稼動である期間 

 

⑤ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが

行われている期間 

Ａ，Ｂ，Ｃ

Ａ技術者

Ｂ技術者

Ｃ技術者

準備工事 同一工場での工場製作のみ 架設工事

現場毎に
専任

現場毎に専
任

一工事として一体管理
（一人の技術者の管理）

 
 

（注意事項） 

工場制作を含む低入札工事における技術者の配置については、「低入札案件における技術者

の増員の義務付けに係る取扱いについて」（平成 21 年 3 月 13 日付け管第 86 号）に基づき、

下記のとおり運用することとする。 

 



（工事１件の請負代金が 3,500万円 4,000万円以上の場合） 

 

 

 

 

専任:他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る職務にのみ従事していること 

 

（通常工事Ａ･Ｂ、低入札工事Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【下請負人の専任期間】 

 下請工事においては、施工が断続的に行われることが多いことを考慮し、専任の必要な期間

は、下請工事が実際に施工されている期間とする。 

 

（注意事項） 

 工事が三次下請業者まで下請されている場合で、三次下請業者が作業を行っている場合は、

一次・二次下請業者は、自らが直接施工する工事がない場合であっても監理技術者等は現場に

専任しなければならない。 

全体工期

下請工事における専任の必要な期間

下請工事施工期間 下請工事施工期間

 

【専任を要する関連工事の取扱い】（二以上の工事を同一の監理技術者等が兼任できる場合） 

 役職 準備工事期間 工場製作期間 架設工事期間 

通常工事 監理技術者等 専任 非専任 専任 

 担当技術者(増員) × × × 

低入札工事 監理技術者等 専任 専任 専任 

 担当技術者(増員) 専任 × 専任 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

Ａ技術者 

Ｂ技術者 

Ｃ技術者 

準備工事 同一工場での工場製作のみ 架設工事 

現場毎に専任 

一工事として一体管理 
（一人の技術者の管理） 

現場毎に専任 

現場に専任 



⑥例えば下水道工事と区間の重なる道路工事を同一あるいは別々の主体が発注する場合など、

密接な関連のある二以上の工事を同一の建設業者が同一の場所又は近接した場所において施工

する場合は、同一の専任の主任技術者がこれらの工事を管理することができる（令第 27 条第

２項）。ただし、この規定は、専任の監理技術者については適用されない。 

下水道工事

道路工事（随契）

全体を一の工事とみなす。
 

 

⑦同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契

約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるも

の（当初の請負契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、

全体の工事を当該建設業者が設置する同一の監理技術者等が掌握し、技術上の管理を行うこと

が合理的であると考えられることから、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の監理

技術者等が当該複数工事全体を管理することができる。 
 

（注意事項） 
この規定は、専任の監理技術者についても認められている。この場合、建設業法第３条第１

項（一般建設業と特定建設業の区分）、同法第 26条第１項及び第２項（主任技術者と監理技

術者の区分）等の規定については、一の工事として適用される。 
 

 

 

 

 

 

 

【営業所専任技術者と監理技術者等との関係】 

 特例として、下記の要件を全て満たす場合は、当該工事の専任を要しない監理技術者等とな

ることができる。 

① 当該営業所において請負契約が締結された建設工事であること。 

② 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営

業所が近接し、当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること。 

建築躯体
その２工
事（随契）

建築躯体その１工事

工作物に一体性が
認められるものに
限ります。



③ 当該建設工事が、監理技術者等の工事現場への専任を要する工事（公共性のある工作物に

関する重要な工事で請負金額 3,500万円 4,000万円以上(建築一式工事は 7,000万円 8,000

万円以上)）でないこと。 



事 務 連 絡 

平成 17 年８月 17 日 

（平成 28 年６月１日一部改正） 

（令和元年６月 10 日一部改正） 

（令和３年 7 月 1 日一部改正） 

（令和４年 12 月５日一部改正） 

部内各所属長 殿 

管 理 課 長 

                                                       建設技術企画課長 

 

施工体制台帳の写し等提出時の確認事項について（改正） 

 

このことについては、下記のとおりとしますので、事務処理に当たっては留意をお願い

します。なお、金額については、消費税及び地方消費税を含む額です。 

「下請負届等提出時の確認事項について」（平成 10 年 11 月 17 日付け管理課長事務連絡）

は、廃止します。 

記 

１ 工事打合せ簿および施工体制台帳の写し（様式 50 号） 

(1) すべての項目について記載もれがないこと。 

(2) 元請業者について 

ア 下請契約の合計額が 4,000 万円 4,500 万円（建築工事業の場合は 6,000 万円 

7,000 万円）以上である場合には、元請業者が、大臣許可、知事許可の区分にかか

わらず、特定建設業の許可を有する者であること。（建設業法第 16 条、第３条、施

行令第２条） 

【確認方法】 

ＪＣＩＳ導入所属は、原則としてＪＣＩＳの許可情報を検索して確認する。 

ＪＣＩＳが導入されていない所属は、暫定的に従来どおり次の方法で確認する。 

県内業者・・・建設工事競争入札参加資格者名簿 

※特定建設業の許可を持っている場合は、名簿の「特定許可」欄に「有」の表示 

県外業者・・・不明な業者については、建設技術企画課建設業係に照会 

イ 工事現場に配置されている元請業者の主任技術者（監理技術者及び監理技術者補

佐）は、現場代理人等届（様式第 46 号の１）又は現場代理人等変更届（様式第 46

号の２）に記載されている者と同一であること。また、アの場合においては、主任

技術者に代えて、監理技術者資格者証の交付を受けた監理技術者（建設業法第 26

条第 3 項ただし書の規定により、特例監理技術者を置いた場合には、当該資格を所

有する監理技術者補佐）を置いていること。（建設業法第 26 条） 



【確認方法】 

施工体制台帳の写しに記載されている元請業者の主任技術者（監理技術者及び監

理技術者補佐）氏名が現場代理人等届又は現場代理人等変更届に記載されている氏

名と同一であることを確認する。異なる場合は、施工体制台帳の写しを再提出させ

るか、又は、現場代理人等変更届を提出させる。現場代理人等変更届が提出された

際には「現場代理人等の適正な配置の徹底について」（平成 30 年７月 3 日付け管第

91 号、建技第 73 号土木部長通知）に従い、確認を行う。 

(3) 下請業者について 

ア 下請負に付する金額が 500 万円（建築一式工事の場合は 1,500 万円）以上の場合

は、下請業者がその工事内容に応じた建設業の許可を取得していること。（建設業法

第３条、施行令第１条の２） 

【確認方法】 

ＪＣＩＳ導入所属は、原則としてＪＣＩＳの許可情報を検索して確認する。 

ＪＣＩＳが導入されていない所属は、暫定的に従来どおり次の方法で確認する。 

・県内業者（県の入札参加資格有り）・・・建設工事競争入札参加資格者名簿 

※建設業の許可を得ている業種と入札参加資格の種類は同一 

・県内業者（県の入札参加資格無し）・・・不明な場合は、所管の土木センター・

土木事務所又は建設技術企画課建設業係に照会 

・県外業者・・・・・・・・・・・・・・建設技術企画課建設業係に照会 

イ 工事現場に主任技術者を置いていること。（建設業法第 26 条、施行令第 27 条） 

【確認方法】 

技術者資格及び専任制（下請負金額が 3,500 万円 4,000 万円（建築一式工事にあ

っては 7,000 万円 8,000 万円）以上の場合、専任であることが必要。）等について

口頭で確認すること。 

(4) 下請負金額について 

下請負金額が不当に低いものでないこと。（建設業法第 19 条の３） 

【確認基準】 

直工比率が 1.0 以上であること（ただし、比較できない場合は、確認不要とする）。 

 

２ 施工体系図の写し（様式第 51 号） 

(1)  すべての項目について記載もれがないこと。 

(2)  下請の内容について、施工体制台帳の写しの内容と一致していること。 

 

３ 再下請届通知書の写し（様式第 50 号の 3） 

(1)  すべての項目について記載もれがないこと。 

(2)  再下請負契約がある場合に写しの提出が必要である。 



 

４ 施工体制台帳および施工体系図の写しの提出が必要な場合 

(1) 公共工事を受注した建設業者が下請契約を締結するときは、その金額にかかわらず、 

施工体制台帳および施工体系図を作成し、その写しを発注者に提出するものとする。 

(入契法第 15 条、安衛法 30 条) 

(2) 建設工事の完成を目的としていない交通整理員等は、下請負には該当しないので提 

出の必要はない。なお、クレーン車等のリース（機械の運転者を含む。）は、建設工

事の完成を目的とした行為と考えられ、建設工事の請負契約に当たるので、施工体制

台帳および施工体系図の写しを提出するよう指導すること。 

 

(3) 建設業における労働者派遣（作業員を他社から借用する場合）は、労働者派遣法の

規定にそぐわないため、労務提供のみはあり得ない（請負という形態しかない。）こ

とを、請負者に対し、まず指導すること。その上で、土工、とび工、型枠工等の工種

区分により、施工体制台帳および施工体系図の写しを提出するよう指導すること。 

また、施工体制台帳および施工体系図の写しを提出せずに作業員の借用を受け、労

災事故があった場合、労災の適用等に支障を生じ、対応できないことになるので注意

すること。 

 

５ 一括下請負 

  一括下請負が建設業法第 22 条により禁止されていることから、施工体制台帳および施

工体系図の写しの提出時には、施工体制を口頭で確認するとともに、工事現場において

は、元請業者が技術者を配置しているのみでなく、工程管理、工事目的物の品質管理及

び下請負人間の施工の調整等について、実質的に関与していることを随時確認すること。 

 

６ 下請負関係に疑義が生じた場合の措置 

  疑義の生じた事項について請負者から事情を聴取し、是正すべき点については、是正

を求めること。 

  なお、是正されない場合については、指名停止等の措置を検討するので、管理課入札・

契約係まで報告をお願いします。 

 

７ 適用開始日 

  令和５年１月１日 

 

(事務担当) 

   管理課入札・契約 

 建設技術企画課技術指導係 




